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（徳田分科会長） ただ今から情報通信審議会第１０２回情報通信技術分科会を開催致し

ます。本日は委員１５名中９名が出席されておりますので、定足数を満たしております。

また審議内容の説明のため、陸上無線通信委員会より安藤専門委員及び若尾専門委員にご

出席いただいております。なお、安藤専門委員は所用のため途中退席されます。本日の会

議の模様はインターネットにより中継されております。予めご了承のほどよろしくお願い

いたします。 
 それではお手元の議事次第に従いまして議事を進めて参ります。本日の議題は答申事項

が２件でございます。 
まず、諮問第２０３３号、業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件のうち８

０ＧＨｚ帯高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件について、陸上無線

通信委員会安藤主査からご説明をお願い致します。よろしくお願い致します。 
（安藤専門委員） 陸上無線通信委員会の主査を務めております安藤です。８０ＧＨｚ帯

高速無線伝送システムのうち狭帯域システムの技術的条件に関する委員会報告について、

資料１０２―１―１が概要版、１０２―１―２が報告書になりますが、１０２－１―１の

概要版を用いてご説明致します。 
 １ページ目をご覧ください。８０ＧＨｚ帯において、５ＧＨｚ帯×２チャネルの広大な

帯域を使用した１Ｇｂｐｓ以上の伝送速度が可能な８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システムと

いうことで、平成２３年５月の情報通信審議会一部答申を受けて、同年１２月に既に制度

化されています。この時はこの周波数を是非使い始めようということで、非常に緩い形で、

広い帯域で、大体１．５Ｇｂｐｓぐらいの伝送速度のシステムが入ってきています。この

システムは光ケーブルの敷設が困難な地域等における高速伝送回線や、高精細映像の伝送

回線としての利用が想定されていました。平成２３年１２月の制度化の後、移動通信シス

テムの高度化に向けた技術開発や標準化の進展を受け、もっと効率的に使おうという気運

が高まってきており、また、欧州でも導入が進んでいる状況です。このシステムは移動通

信システムの基地局間を結ぶ回線として特に期待されています。 
 一方、ＩＴＵにおいては８０ＧＨｚ帯の効率的な利用を可能とするために、この帯域を、

具体的には２５０ＭＨｚのような細かいチャネルに細分化する規定が、平成２４年３月に

勧告化されており、本勧告に準拠するシステムの開発や商用化が勧められています。 
 参考としてチャネル幅が２５０ＭＨｚの伝送システムの利用状況調査についてお示しし

ていますけれども、欧州を中心に、米国においても、システム導入が開始されています。

ヘテロジニアスネットワークの小さい基地局間を結ぶものにも使われています。 
 これらの状況を受けて、現在５ＧＨｚ幅×２チャネルという広い形で認めている使い方

を狭帯域システムとして我が国に導入するための技術的条件について検討を行ったもので

す。 
 ２ページをご覧ください。始めに検討対象となる狭帯域システムの概要について説明致

します。使用周波数帯域は７１～７６ＧＨｚ帯、それから８１～８６ＧＨｚ帯、合計で５



ＧＨｚ幅×２の帯域をペアで使用するＦＤＤシステムとして既に制度化されていますシス

テム、広帯域システムと呼びますが、これと同じ周波数を共有することとしました。この

周波数帯のチャネル分配に関しては、ＩＴＵ－Ｒの勧告Ｆ．２００６の規定に準拠するこ

としました。本勧告では２５０ＭＨｚ幅を基本として、その整数倍のチャネル帯幅を規定

しています。検討では狭帯域システムの利用ニーズを踏まえて、図１に示す２５０ＭＨｚ、

５００ＭＨｚ、１ＧＨｚ、２ＧＨｚ幅とする狭帯域という形で分配することとしました。

スペクトルマスクとしては、ＩＴＵ－Ｒ勧告Ｆ．２００６のチャネル分配に準拠するＥＴ

ＳＩの技術標準の規定を参考にして検討を進めました。 
 ３ページ目をご覧ください。我が国における７０～９０ＧＨｚ帯の利用状況についてご

説明致します。８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システムの他に、電波天文業務や７６ＧＨｚ帯

の車載レーダ、及び７９ＧＨｚ帯のＵＷＢ車載レーダ等が利用しています。このため①８

０ＧＨｚ帯高速無線伝送システム間のシステム同士の共用の検討、②同一周波数帯を利用

する電波天文業務との共用の検討、③隣接の周波数帯を使用する車載レーダとの共用の検

討を行いました。このうち電波天文業務と車載レーダと従来の広帯域システムの共有検討

は、平成２３年当時に実施しております。 
 ４ページ目をご覧ください。まず、狭帯域システム間、それから広帯域システムと狭帯

域システム間の共用検討結果についてご説明致します。８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システ

ムでは、干渉を受けた際に所要のＣ／Ｉを確保することが必要です。このため二つのシス

テムがスター型、角度が少しずれた格好での配置、図４ですけれども、こういうケースと、

それからある意味では方向が同じで、同一直線上に異なる基地局が配置される厳しい条件

のモデル、図５のオーバーリーチの配置の二つについて検討を行いました。スター配置で

は所要Ｃ／Ｉを得られる最少分岐角をオーバーリーチの配置では所要Ｃ／Ｉを得るための

必要な最小の離隔距離を算出しました。左の表に狭帯域システムが与干渉、干渉を与える

側となる場合の検査結果を示しています。スター配置の場合は、アンテナの指向性で切る

わけですけれども、４度以上の分岐角で設置する、それからオーバーリーチ配置の場合は

３０ｋｍ弱の離隔距離で設置した場合に所要Ｃ／Ｉが確保できます。右の表には狭帯域シ

ステムが被干渉、これは干渉を受ける場合の検査結果をお示ししています。変調方式が異

なる広帯域のシステムから干渉を受けた場合の最少分岐角及び離隔距離を算出しました。

スター配置の場合は３度以上の分岐角で設置すれば運用可能で、オーバーリーチ配置の場

合は１８ｋｍ弱の離隔距離で設置すれば所要Ｃ／Ｉが確保できます。検討結果から同一周

波数を使用する場合でも、必要な分岐角や離隔距離を確保することによって、狭帯域シス

テムは広帯域システムと同様の運用が可能との結論が得られました。 
 ５ページをご覧ください。電波天文業務との共用検討結果についてご説明します。電波

天文の受信設備が見通し範囲にある場合と、電波天文の受信設備が見通し範囲の外にあり

その間に１００ｍ程度のリッジ、遮蔽があるようなナイフエッジモデルを用いて検討を行

いました。電波天文業務にはＩＴＵ－Ｒ勧告で規定される保護のための基準がありますの



で、この基準を満足するための両者の離隔距離を算出しました。計算の結果、見通しモデ

ルの場合には２４９ｋｍの離隔距離が必要ということになりました。また、ナイフエッジ

モデルの場合には４０ｋｍ程度の離隔距離が必要であることが明らかになりました。この

ため、電波天文の受信設備とは位置関係が見通し内となる場合や見通し外の場合でも、距

離が概ね５０ｋｍ以下となる場合には相互の調整を慎重に行う必要があります。狭帯域シ

ステムは広帯域システムと同様の運用がそういうことを行えば可能であるとの結論を得て

います。 
 ６ページをご覧ください。次に、車載レーダとの共用検討結果について説明します。狭

帯域システムとの干渉が想定されるモデルとして、図８に示している対向する狭帯域シス

テムを車道の近傍に設置するモデルを用いて検討を行いました。少し横に置いてあるけれ

ども、向きは非常に近いところに置いてあります。また、道路状況によっては図９に示す

ように、車載レーダの空中線が狭帯域システム空中線の方向を正にそのまま対向するよう

な場合も想定されます。また、道路に坂があるような場合も想定して、これも検討に含め

ました。検討結果の詳細については次ページ以降で説明しますけれども、車載レーダとの

干渉が生じるおそれがある場合には、サイトエンジニアリングといいますが、空中線の高

さや水平方向の離隔の距離を確保する調整を行うことによって、また、狭帯域システムの

送信電力を、結論では７ｄＢ程度抑えた運用を行うというようなことを行うことを認めれ

ば共用可能という結論を得ています。 
 ７ページをご覧ください。車載レーダとの共用検討のうち、狭帯域システムが被干渉、

干渉を受ける場合について説明致します。７０ＧＨｚ帯のレーダ、これは少しビームが太

いですね、ビームを操作するようなタイプですけれども、割りと近い距離を見るようなレ

ーダです。報告書の中には、Ｂ、Ｃ，Ｄのシステムの例が挙がっていますが、そういうも

のについての干渉量は図の１０にお示ししたとおり、どの距離であっても狭帯域システム

の保護基準を下回っていますので、共用可能と結論しました。次に７６ＧＨｚ帯レーダ、

これは少し遠くを見るレーダで、アンテナの指向性も最大で４５ｄＢという非常に鋭いビ

ームを付けるようなものも想定してます。この場合には両者の離隔距離によっては狭帯域

システムの保護基準を上回る場合があります。このため空中線、８０ＧＨｚ帯の基地局の

高さを自身で調整して大きくするというようなサイトエンジニアリングを行った場合の検

討を行いました。こうすることによって図１１にお示しした計算のとおり、干渉量を保護

基準以下まで軽減することが可能であると結論付けています。 
 ８ページをご覧ください。狭帯域システムが与干渉となる場合についてご説明致します。

これは自動車レーダの方が影響を受けることを検討したものです。８０ＧＨｚ帯高速無線

伝送システムのＥＴＳＩの技術基準では車載レーダが使用する７６～８１ＧＨｚ帯におけ

る不要発射強度の許容値、―２５ｄＢｍ／ＭＨｚが規定されていますので、この許容値を

用いて共用計算を行いました。計算の結果、７６ＧＨｚ帯レーダの干渉量は狭帯域システ

ムのチャネル幅によらず、レーダの保護基準を超えることがわかりました。このため水平



方向の離隔距離を２４ｍずらして検討してます。それから狭帯域システムの送信電力を抑

圧した場合について検討を行いました。図１２に計算結果が示してありますが、サイトエ

ンジニアリングや送信電力の抑制を行うことによって、干渉量を保護基準以下まで軽減す

ることが可能であることから、共用可能との結論が出ます。サイトエンジニアリングとい

うのはそれぞれのその免許が求められたその場所において、置き方とか、高さとか、そう

いう状況をもう少し詳細に検討して、具体的な手を打つということになります。 
 次に７９ＧＨｚの広い帯域のレーダの干渉量ですけれども、図１３にお示しした計算の

とおり、狭帯域システムのチャネル幅が２ＭＨｚの場合にはレーダの保護基準を超えてし

まいます。しかしこのレーダは普段は近くを見るために水平方向にスキャンを行いますの

で、時間的にはレーダを操作するところで平均化されるというようなことも含めて、時間

的な改善効果が期待されますので、狭帯域システムを設置する際におけるサイトエンジニ

アリングによってこれも干渉が低減でき、共用可能であるという判断を得ています。 
 ９ページにはこれらの８０ＧＨｚ帯の高速無線伝送システムの主な技術を一覧にまとめ

ています。技術基準として共用検討結果を踏まえて、５ＧＨｚ幅の帯域に配分されたチャ

ネルごとの共用を確保するため、占有周波数帯域では漏えいチャネル、漏えい電力費、周

波数の許容偏差、送信スペクトルマスクについて新たに規定値を定めています。また、車

載レーダを保護するために、帯域外領域における不要発射強度の規定値を定めています。

なお既に、これは平成２３年度に制度化されている広帯域システムをモバイルバックホー

ル回線として使用する場合、車道と隣接して設置することが想定されます。このため帯域

外領域における不要発射強度については、この新しく導入する狭帯域システムと同じ規定

値をこの従来の広帯域システムにも適応することが適当としています。その他に先ほど言

いましたサイトエンジニアリング等を免許する際に考慮していくという運用になると思い

ます。 
 １０ページ以降ですが、参考資料として１０ページに委員会及び作業班の審議経過を、

１１ページに陸上通信委員会の構成員名簿を、１２ページに作業班の構成員名簿をお付け

しています。付け加えますが、報告案については本年の３月１５から４月７日まで意見募

集を行い、１件のご意見をいただきましたが、内容について反対するものではなく、免許

する時の留意事項が述べられており、報告書は修正致しませんでした。 
 ご審議をよろしくお願いします。 
（徳田分科会長） ご説明ありがとうございました。ただ今の説明についてご意見、ご質

問等はございませんでしょうか。 
（吉田委員） 幾つか教えていただきたいと思います。一つ目は４ページのご説明のとこ

ろで、共用を可能とするための条件と致しまして、最小分岐角を設定されて、アンテナの

指向性で切るとのご説明を伺ったのですが、このアンテナの指向性については、報告書に

は書かれているかと思うのですが、どのようなアンテナを仮定されているのかというのが

１点目です。 



 それから２点目は同じ４ページの右側の狭帯域システムが被干渉となる場合で、二つ例

が挙がっておりますけれども、このうち中心周波数に電力集中がある広帯域システムの場

合は、離隔距離が長くなっていますが、これはたまたまその広帯域システムの電力が集中

している部分が狭帯域システムに重なった場合を想定したためでしょうか。注２としてオ

ンオフキーイング（OOK）とかＡＳＫを適用するシステムを想定されていると書かれてい

ますが、オンオフキーイング（OOK）ですと多分キャリアーの周波数のところに線スペク

トルが立ちますので、その線スペクトルがたまたま狭帯域システムへ重なった場合を想定

されてるのかなと想像したのですけど、そういう理解でよろしいでしょうか。 
（安藤専門委員） はい。まず二つ目の方はおっしゃるとおりです。 
 それからアンテナの利得についてですけれども、元々広帯域のシステムは最大で５５ｄ

Ｂという、レーザーポインターのようなすごい鋭いものを使ったものが提案されていたの

を覚えてますが、ここでの干渉の検討においては、広帯域システムの方はそのような高利

得アンテナも含めて、それから狭帯域システムの方は４４ｄＢを想定していたと思います。

自動車のレーダの方には７６ＧＨｚと７９ＧＨｚでまた利得の異なるアンテナを考えてま

す。７６ＧＨｚの方がたしか最大で４５ｄＢ、それからスキャンするタイプは２３ｄＢと

いうアンテナを想定しています。それから我々が検討する８０ＧＨｚのシステムとしては、

たしか２５cm 径程度で４４ｄＢのアンテナを、一番実用的なモデルとして想定しました。

従来の広帯域システムの場合には８０ＧＨｚで１．２ｍと、これですと非現実的に鋭いビ

ームのアンテナでしたが、今回は２５ｃｍぐらいのもので約４４ｄＢとより実用的なアン

テナを想定して、計算をしてます。 
（森基幹通信課長） 今、主査にお答えしていただいたものですけれども、報告書の３２

ページに具体的な指標が掲載されておりますので、それをご参照いただきたいと思います。 
（吉田委員） ありがとうございました。それからもう一つよろしいでしょうか。 
 確認なんですけれども、車載レーダとの共用のご説明をいただきましたが、この検討と

いうのは、例えば３ページの周波数の配置表から判断しますと、隣接チャネル干渉のこと

かなと思うのですが、その隣接チャネル干渉の中でも直近で隣接する部分の狭帯域のチャ

ネルが一番問題になるのかなと推察します。今日ご説明いただいたのはこのレーダに一番

近接している狭帯域を想定されていて、例えばそこからかなり離れた周波数ではほとんど

問題にならないと理解してよろしいのでしょうか。 
（安藤専門委員） スペクトル領域の輻射を考えて、多分一番近いところが一番危ないと

思います。 
（森基幹通信課長） おっしゃるとおりでございます。例えば今回車載レーダが７６～７

９ＧＨｚでございますけれども、７６ＧＨｚから離れるに従って、もちろん影響は少なく

なるというふうな結果が出ております。 
（吉田委員） どうもありがとうございました。 
（徳田分科会長） 他にいかがでしょうか。それでは、廣崎委員。 



（廣崎委員） １点確認なんですけども、３ページのところで、カテゴリー①、②、③と

なっていて、今のご説明をいただいて、よく理解できたのですが、①の中の狭帯域システ

ムそのものの隣接チャネル間の干渉と言いますか、今後利用が広がった時に効率を上げる

ための技術的な検討という意味で、例えば変調方式の自由度などの前提条件はどうなって

いるのか教えていただけますか。 
（安藤専門委員） 詳細については事務局から応援をお願いしますけども、基本的には同

一チャネルも含めて全部検討して、それから一番最後の表にありますように、委員の方か

らアドバイスいただきました適応変調できるようにいろんな環境に応じて、基本的には全

てのチャネルが自由に使えるようになります。それから、パブリックコメントにおいて、

やはり１９ものチャネルがありますので、免許するやり方のご意見もいただきましたので、

これから運用する時には、あまり他のチャネルは気にしないで使えるぐらいの自由度にな

るのではないかと想像します。 
（森基幹通信課長） そのとおりでございます。ちなみに２ページの図１に１９チャネル

の配置、２５０ＭＨｚ帯の時のものが書かれておりますけれども、例えばこの７１～７６

ＧＨｚ帯を運用する時にも、先ほどご指摘いただいたような車載レーダと近い７６ＧＨｚ

帯の方については、利用を一定程度抑えるなりして、下の方の帯域を利用が多く見込まれ

る通信事業者に優先的に割り当てていくといった運用は考えられると思います。そういっ

た免許制度の運用につきましては、今後総務省でしっかりと考えていきたいと考えており

ます。 
（徳田分科会長） どうもありがとうございました。よろしいでしょうか。それでは他に

ご意見、ご質問等がございませんようですので、本件は答申案資料１０２の１の３のとお

り答申したいと思いますがいかがでしょうか。 
（異議なしの声） 

どうもありがとうございます。それでは案のとおり答申することと致します。 
  
それでは続きまして２番目の案件、諮問第２００９号、小電力の無線システムの高度化

に必要な条件のうち医療用データ伝送システムに関する技術的条件等について、陸上無線

通信委員会若尾専門委員からご説明をお願い致します。よろしくお願い致します。 
（若尾専門委員） 小電力作業班の方の主任を務めておりました若尾でございます。本日

の小電力の無線システム高度化に必要な技術的条件のうち医療用データ伝送システム技術

的条件につきましてご説明をさせていただきます。資料が２点ございまして１０２―２―

１が概要で、１０２―２―２が報告書の本文でございます。概要版に基づきましてご説明

させていただきたいと思います。 
 １ページ目をご覧ください。本システムの検討に立った背景等について簡単にまとめて

ございます。検討開始の背景として三つございますけども、まず現行ということで、現行

は心臓ペースメーカーや植込型除細動器等をはじめとする生命維持装置や各種センサーと



双方向で通信する体内植込型医療用データ伝送用と、体内の各種センサーから片方向で通

信する体内植込型遠隔計測用の特定小電力無線局が利用されております。これを図で表し

たものが下の四角の絵でございまして、これが二つを表しております。左の絵が医療用デ

ータ伝送用の例でございまして、心臓ペースメーカー等植え込んだ機器と体外の機器との

間を通信回線で結ぶというようなシステムでございます。この場合制御信号のやり取りと

か、データを送る等々で双方向のシステムになっております。Medical Implant 
Communication System、略しましてＭＩＣＳと呼んでおります。それからもう一つが右

側にございます Medical Implant Telemetry Service、こちらはＭＩＴＳと言われるもので

すけども、こちらの場合は心臓ペースメーカーあるいは各種のセンサー、体内に植え込ん

だ機器からのデータを片方向で送りまして、対外機器でそのデータを受信し、病院であれ

ばこのまま診療に使えるわけですけれども、例えば自宅等で心臓ペースメーカーの情報を、

通信回線を通じて医療機関等に伝送するというような使い方がされております。特徴とし

てはそこに書いてありますとおり、現行の医療用データ伝送システム等は体内機器と対外

機器通信のみということで、この二つのシステムが現在実用化されて使われております。 
 ２点目が、近年諸外国においては遠隔診断やきめ細かな医療サービスの提供のため、現

行のシステムと異なる周波数帯を利用した医療用データ伝送システムが導入、利用されて

おります。我が国においても同システムを導入するため、諸外国との整合性を考慮した技

術的条件の検討を行うというのが背景でございます。 
 下に検討事項及び検討体制ということで、小電力無線システムについては、平成１４年

の諮問を受け、検討を進めてきました。小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条

件の一環として医療用データ伝送システムの技術的条件につきまして、陸上無線通信委員

会、小電力システム作業班において調査、検討を行っております。委員会は昨年の１１月

から計３回開催し、本日ご報告いたしております報告書案を取りまとめております。また、

作業班を昨年１２月から３回開催致しまして、具体的な検討等を行っております。先ほど

安藤主査からご説明ありましたように、本件につきましても３月１５日から４月７日まで、

この報告書のパブリックコメントを求めておりますけれども、こちらにつきましては、特

にご意見がございませんでした。 
 続きまして２ページ目に、今回検討致しました医療用データ伝送システムの概要が書い

てございます。医療用データ伝送システム、Medical Data Service、ＭＥＤＳと略しており

ますが、これは体内の無線装置と体外の無線装置間、または、体外の無線装置相互間で電

波を利用して行う医療の用に供するデータ伝送システムで、具体的な例が四角の中に書い

てございます。最初の例は体内に植え込みました機器とプログラマと呼ばれている体外機

器との間でいろんな情報をやり取りするという、先ほどのシステムと形態的には全く同じ

でございますけれども、先ほどは、心臓ペースメーカーとか非常に重要な生命に直結する

機器を対象としておりましたけども、こちらは心電図をとるためのセンサーなどの計測装

置を体内に植え込みまして、リアルタイム、あるいはまとめたデータを後ほど送信するよ



うなことで、患者の健康状態をモニターする、あるいは病気のモニターをするというよう

な使い方が構成例１でございます。それから構成例２ですが、体外機器相互間の通信とい

うことで、例えばこの二つあります体外機器の一方、左側がグルコースセンサーで、針が

付いておりまして、血液中のグルコースをずっとモニターしておりまして、その値を逐一

右側のインシュリンポンプとやりとりして、グルコースの量が異常になった場合、インシ

ュリンを投与するというようなことを自動的に行うというような使い方、あるいはそうい

ったデータを本当の右側にございますプログラマへ伝送するという使い方が想定されてお

ります。当然ながらこの体内機器で植え込まれました装置等につきましては、このインシ

ュリンポンプの例もそうですけれども、これを付けた方は全国、あるいは全世界動かれる

わけですので、できればグローバルに、汎用的に使えるものがよいということで、国際的

にも検討がされております。欧州では欧州の電気通信関係の標準化機関のＥＴＳＩで、EN 
302 537 という標準規格、米国では連邦規則集のＣＦＲ４７のＰａｒｔ９５に MedsRadio
という項目で、このシステムが規定されております。またオーストラリア、カナダなど世

界５６か国以上で制度化または制度化が検討されております。国際的な整合性を図るため、

ETSI EN 302 537 に準拠することが基本とされています。また、その一番下に ETSI EN 
302 537 の要求条件ということで、２種類ございまして、キャリアセンス機能を有する機器

とキャリアセンス機能を有しない機器があります。キャリアセンス機能を有しないものは

人体からプログラマへのアップリンクのみでございますけど、そういう機能を持ったもの

も一緒に規格化されておりまして、この場合は低電力ということになっております。一番

の重要な点は、ここの周波数帯というところでありまして、４０１～４０２ＭＨｚ、４０

５～４０６ＭＨｚ、実はこの周波数帯が先ほどの各国で使われておるという話でございま

して、これが今回のＭＥＤＳというシステムを導入するための一つの大きな条件になって

おります。 
 大変恐縮ですけれども、本文の６ページをご覧いただきたいと思います。こちらにＭＥ

ＤＳのシステム構成ということで、真ん中に表がございまして、ここにＭＩＣＳ、ＭＩＴ

Ｓ、今回検討しておりますＭＥＤＳの三つの主要な概要がまとめてありまして、そこに周

波数としてはＭＩＣＳ、ＭＩＴＳにつきましてはそこに書かれている周波数、今回のＭＥ

ＤＳはその周波数、それから対外機器からの制御の有無、単方向か双方向か、そういった

ことを含めて書いてございます。このＭＩＣＳ、ＭＩＴＳっていうのがこれまで心臓ペー

スメーカーを中心とする体内植込型システムとして既に実用化されておるシステムでござ

いまして、それに合わせて今回ＭＥＤＳという三つ目のシステムを制度化、グローバル的

に制度化したいというものでございます。 
 概要版の３ページにお戻りいただきたいと思います。今ご説明致しましたように、これ

らのシステムについては、周波数帯はグローバルに、４０１～４０２ＭＨｚ、４０５～４

０６ＭＨｚを使われようとしておりますので、我が国でこのシステムを導入した場合、周

波数共用がどうなるのかということでまとめたものがこれでございます。図がございまし



て、ＭＥＤＳ①というところがございます。これは４０１～４０２ＭＨｚを使うシステム

ですが、この周波数帯を日本と言いますか、国際的に使われているのがアルゴスシステム

でございます。それから４０２～４０５ＭＨｚ、これ全体がＭＩＣＳというシステムで使

われております。それから真ん中に少しＭＩＴＳという小さく書いてございます。これは

全体を使っているのではなく、このうちの、４０３．５～４０３．８ＭＨｚの一部を共用

した形で使っております。 
 それからＭＥＤＳ②、４０５～４０６ＭＨｚを使いますが、この周波数帯と共用してお

りますのは気象用ラジオロボット、ラジオゾンデ、それから EPIRB と呼ばれる衛星非常用

位置表示無線設備でございます。実際ＭＩＣＳの技術的条件と今回のＭＥＤＳっていうの

は基本的にはほぼ同じでございますので、ＭＩＣＳが使えるということは、逆に言います

とＭＥＤＳも共用できるということを表しておりますけれども、国際的にもこのＭＥＤＳ

等を導入するためにいろいろな技術的検討、共用検討が既に行われておりまして、その一

覧が下にございます。 
 ヨーロッパの電気通信関係の周波数の割当て等検討する欧州郵便電気通信主管庁会議

（ＣＥＰＴ）という機関がございますけど、そこで共用検討をしたものがＥＣＣレポート、

それからＩＴＵ－Ｒの方のリコメンデーションで検討したもの、それから先ほど言いまし

たように、ＭＩＣＳ、ＭＩＴＳを導入した時に、この情報通信技術分科会でも既に検討さ

れておりますので、それについての状況がございます。まずＥＣＣレポートによるとアル

ゴシステムとＭＥＤＳは共用可能です。それからラジオゾンデとも共用可能となっていま

す。それから気象用ラジオロボットにつきましては検討対象外となっておりますが、実は

ヨーロッパ等ではこの周波数帯を気象用ラジオロボットに使っておりませんので、検討し

ていないという意味でございます。それから気象用地球局につきましても共用可能、EPIRB
も共用可能となっています。ＩＴＵ－Ｒにつきましては、これも関係するラジオゾンデの

ところだけを検討して共用可能であるとなっております。それから医療通信ですが、平成

１７年の審議会での答申の時は４０２～４０５ＭＨｚまでを使うということで計算してお

りますので、まずアルゴスシステムについては特に検討対象外の周波数であり、ラジオゾ

ンデ、気象用ラジオロボット、気象用地球局についてはいずれも共用可能となっています。

それから EPIRB については周波数が違いますので、検討対象外周波数ということになって

おります。 
 これをご覧いただきますと、縦横ごちゃごちゃしておりますけれども、ＭＩＣＳの技術

的条件とＭＥＤＳは同じ、あるいはＭＥＤＳの方が電力が低いということでございますの

で、ＭＩＣＳとの共用が可能であれば当然ＭＥＤＳも可能であるという前提に立ちますと、

この表を見ていただきますと、いずれのシステムとも共用可能であるということでござい

ます。このそれぞれのレポート等につきましては作業班で内容等確認を致しております。

したがいまして、アルゴスシステムから始まりまして EPIRB まで、いずれも共用可能であ

るという結論になっております。 



 それからもう一つ、このＭＥＤＳというのをＭＩＣＳとは別の帯域を使うということで

やっておりますけれども、これも本文では検討しておりますけれども、４０２～４０５Ｍ

Ｈｚを使っておりますＭＩＣＳとこのＭＥＤＳを共用した場合の検討を行っておりますけ

ども、どちらも同じような医療機関で使われるということで、特にＭＩＣＳの場合は心臓

ペースメーカー等いろいろ対象としておりますので、テレメーター的なＭＥＤＳがそこへ

入るということは難しいということで、共用が不可能として、国際的に４０１～４０２Ｍ

Ｈｚ、４０５～４０６ＭＨｚをＭＥＤＳ用の周波数として分配しようという動きになった

ものでございます。 
 ４ページは今口頭でご説明したことが文章化されておりますので、説明は省略をさせて

いただきます。 
 最後に５ページでございます、医療用データ伝送システムの技術的条件（案）を抜粋し

ております。通信方式、変調方式、周波数は記載しているとおりでございます。空中線電

力につきましては２５μＷ以下、キャリアセンスを備え付けないものにあっては２５０ｎ

Ｗ以下、ただし体内植込型のものにあっては体表面におけるＥＩＲＰ値とするということ

で、非常に小さな電力でございますけれども、これはあくまでも体内に植え込んだ時に外

へ出てくる電波の強さとして規定しております。 
 基本的にはこれらの数値は先ほど申し上げましたＥＴＳＩの規格等に準拠しておりまし

て、国際的にこういった機器が流通した場合、特に大きな問題が起こらないよう制度化を

図っていきたいということに致しております。大変概略の説明ですけれども、以上でござ

います。 
 もう１点補足させていただきますと、医療用データ伝送システムにつきましては、こう

いった体内植込型以外にも、病院等で使われております医療テレメーター装置がございま

す。これは使用する周波数帯は別のものでございまして、ナースステーションと病室の患

者さんの情報を無線で伝送するシステムで相当数導入されておりますが、こちらにつきま

しては国際的なグローバルなハーモナイゼーションというのは特に図られておりません。

といいますのは、病院ごとに構築されたクローズドなシステムでございますので、病院ご

とグローバルに移動することはないため、今のところグローバルな周波数のハーモナイゼ

ーションというところは図られておりません。今回のこういった植込型につきましては、

これらを植え込まれた方は当然グローバルに移動されることもございますので、国際的な

ハーモナイゼーションを図るということで今回検討を行ったものでございます。 
 また、こういったシステムがどの程度使用されているかという資料が、先ほどの委員会

報告の３ページをご覧いただきますと、下のところに表がございまして、一番下の表でご

ざいます、ＭＩＣＳとＭＩＴＳ、これは既に制度化されて実用化されているシステムでご

ざいますけれども、我が国における出荷台数ということで、２０年度から２２年度、こう

いった何万台というオーダーのものが、これは実際つけられた台数ではなくて出荷台数と

いう形でありますが、１万から２万ぐらいの台数が追加されているところでございます。 



 それから４ページに、先ほど申し上げました医療用テレメーターということで、各病室

等からナースステーションにいろんな患者の情報を伝送するためのシステム、これにはい

ろんなシステムございまして、Ａ型から始まりましてＥ型まで、これは既に実用化されて

おりまして、このＢＡＮと書いてありますが、これがこの分科会で既に技術的な答申が行

われまして、今制度化が行なわれておる新しいシステムでございます。Ｂｏｄｙ Ａｒｅ

ａ Ｎｅｔｗｏｒｋの略だったと思います。それから５ページのところに、こういった医

療用テレメーターの出荷台数ということで、毎年２万台程度出荷されているようでござい

ます。 
 概要説明は以上でございます。よろしく審議をお願い致します。 
（徳田分科会長） どうもありがとうございました。それではただ今の説明についてご意

見、ご質問等はございませんでしょうか。 
（鈴木委員） はい、二つ質問ございます。一つは、同時にこのシステムを少なくとも何

人が使える、何個が使えるかということですけれども、アップリンクとダウンリンクそれ

ぞれ１００ｋＨｚ、１ＭＨｚ×２で１０台というか１０人というか、そういう理解でよろ

しいでしょうか。 
 二つ目は、逆にこのシステムが、例えば先ほどのラジオゾンデとか、そういったものか

ら干渉を受ける可能性というのは考えなくても大丈夫なのでしょうか。 
 以上２件お願いいたします。 
（若尾専門委員） まず同時に使用できる台数でございますけど、周波数は何通りかあり

ますっていうのが一つと、それから基本的にはキャリアセンスを行いますので、そういっ

た干渉については特に大きな問題はないだろうと思います。特にこのシステムはリアルタ

イムでデータの伝送が必要な心臓ペースメーカー等と違いまして、いろんな体外データを

送り出すということですので、そういう意味でのキャリアセンスした後の時間の遅れと言

いますか、そういうものをシビアに考える必要はないかと思います。特にそういったもの

は問題ないと思います。 
 それから送信時間制限機能というものがございまして、キャリアセンスをしないものに

つきましては、５ページの表の下から二つ目にございますようにその場合の送信時間は３．

６秒以下／時間ですので、相当デューティサイクルの低いシステムになっておりますので、

キャリアセンスをしなくても、それからＥＩＲＰも相当低い値でございますので、他のシ

ステムとの干渉が起こる可能性はほとんどないだろうというのがまず１点目でございます。 
 それから２点目のラジオゾンデとの関係は、前もこの分科会でいろいろご指摘、ご検討

いただいたものをなぞってるわけですけれども、ラジオゾンデを打ち上げる場所は病院の

近くではなく、日本に数カ所しかございませんので、ラジオゾンデとの干渉については、

技術的にも地理的にも特に問題ないという結論になっております。 
 事務局から何か補足はありますか。 
（布施田移動通信課長） 特段補足はございません。 



（鈴木委員） お聞きしましたのは、どうしても類似のシステムとして両耳に付けた補聴

器間の通信というのが大変気になっておりまして、それと補聴器と体外のコントローラー

との通信。これ例えば盲学校とか、聴覚障害者の方たちの集会などでは、かなり密度高く

かつリアルタイムで通信をするようなシステムが将来必要になってくるということで、海

外では２．４ＧＨｚ帯辺りを使ったシステムの検討が始まりつつあるという話も聞くもの

ですから、そのあたりを踏まえてお聞きした次第です。ありがとうございます。 
（若尾専門委員） 盲学校での補聴器の関係の無線システムは既に一つあるかと思います

けれども、今ご指摘のあったものと用途が同じかどうかわかりませんけれども、そういっ

たものを別にいろいろ検討されているようでございます。 
（鈴木委員） そうですね。それは親機から各補聴器へという通信だと思いますが、耳に

装着している右の補聴器と左の補聴器が約２０センチを介して通信をすると非常に性能が

上がるという技術がありまして、そういったものも気になっております。 
（若尾専門委員） どうもありがとうございます。 
（徳田分科会長） 他にいかがでしょうか。 
（吉田委員） よろしいですか。先ほどの質問に関連致しまして、このシステムを身に付

けた方がグローバルに動いても大丈夫なようにというご説明があったかと思うのですけれ

ども、そうしますとその周波数の配置やキャリアセンスの規格については世界的に統一さ

れているのでしょうか。 
（若尾専門委員） 実際これをお作りになっているメーカーさん何社あるかということと、

それからもう一つＥＴＳＩの規格がございますので、そこに詳細な規格が規定されている

と思います。海外に渡っても、送受信できる規格になっていると思います。本文資料に付

録として、ＥＴＳＩの全規格がついておりますので、原則的にはこちらの規格が製品的な

意味での規格ということで使われていると理解しています。 
（吉田委員） この規格で海外に持っていっても大丈夫ということですね。ありがとうご

ざいました。 
（徳田分科会長） どうもありがとうございました。他にご意見、ご質問等ございません

か。根本委員どうぞ。 
（根本委員） あまりこの内容とは直接は関係ないと思うのですが、自分の体の中にあっ

たり、外に付けて自分の健康状態にあわせて何かこうしてくれるようなシステムが、外の

機器から直接コントロールできるようになってきているわけですよね。実際にペースメー

カーなんかはそうなっています。そうなった時の安全性というものは、これとは別にどこ

かで検討していらっしゃるんでしょうか。 
（若尾専門委員） まず電波という意味で申しますと、電波法の既定の中に人体に対する

防護指針というものがございまして、電波が人体に与える影響はいろいろ検討されてます。

もう一つは、これは医療機器ですので、厚労省の方で医療機器に関する認証などの制度が

ございまして、その対象になると思います。その辺は事務局からお答えいただいた方がよ



いかと思うのですけれども、当然医療機器として、薬も含めてそうですけれども、こうい

ったものを使う場合に人体にどういう影響があって、問題ないかという確認、認証は、こ

れとは別の場で行われると思います。 
（根本委員） 物理的なものはそうだと思うんですけれども、あんまりこういうことは考

えたくないのですが、例えば乗っ取られてしまう、要するに情報を外から送ってきて中の

もの変えられるということは、乗っ取ることは可能なわけですよね。その場合、信号のや

りとりを暗号化とかした時に、海外に持っていったら違う暗号化方式が適用されていて使

えないというようなことが実際に起きてくるのではないかと思うのですけれども、そのあ

たりについて何か検討されているのであれば、教えていただきたいと思います。 
（若尾専門委員） 今の暗号化のことについては、事務局でお答えいただけますでしょう

か。 
（布施田移動通信課長） 若尾先生のご説明の繰返しになってしまうのですけれども、根

本委員からのご指摘の点についてはまさしく委員会の最終会合で同様のご質問が出まして、

繰返しになりますけれども、電波法の電波が体に刺激だとか、熱だとかいうふうに悪さを

することについては電波法の指針ということで規定されております。 
 医療用機器として安全に使えるかどうかは、機器メーカーがこれから医療機器の認定を

行う予定です。約半年から１年かけて審査をされていきます。その中で医療用機器として

の安全性の部分も審査されます。情報の伝送容量がきちんと医療行為に応えるだけの伝送

容量になっているのか、誤り訂正がそれでいいのかという、そのような情報通信技術と言

いますか、情報技術のところ、医療用機器として満足するための通信になっているかとい

うことも、医療機器の認定の中でそのような審査されますので、今先生のおっしゃられた、

例えばそれが他人からコントロールされてしまうようなことをきちんと防ぐ機能が入って

いるのかなどについては医療用機器の中で付け方として審査がされるというふうになって

ございます。今厚労省の方にもこのシステムが今後入ってくるということと、私どものほ

うから、こちらの情報通信審議会で今ここまで議論が進んでいるということも厚労省の方

には伝えてありまして、手続き的にはスムーズに医療用機器の審査に入っていくことにな

ってございます。 
（徳田分科会長） どうもありがとうございます。ちょうど車々間通信ができる車でその

車同士の通信する時に車の認証をどうしようかということと、今根本委員からお話のあっ

た乗っ取りをされるかされないかというのはセキュリティの関係なので、委員会の方で議

論をしていただければと思います。組込システムの乗っ取りというものがいろいろなレベ

ルで起きてきていますので、そのあたりも議論していただければと思います。 
 他にご質問、コメント等ありますでしょうか。 
（廣崎委員） よろしいでしょうか。その技術的条件の本題からややずれて恐縮なんです

が、資料１０２－２－２の、３ページの表１―２―１―２と、それから５ページの表１―

２―２―２の機器の出荷台数に関してなのですけれども、一般論として、ヘルスケアに対



するＩＣＴの活用の重要性が言われていますし、これからこういった小電力無線の活用で、

ますますその活用のすそ野が広がってくると思われるのですけれども、一方でこの出荷台

数が増えてない。よくこのデータを見てみますと、平成２２年度までなんですね。それで

２３年度、すなわち東日本大震災が起こった時、それからできれば２４年度、こういう最

新の状況でこのＩＣＴの活用が伸び始めている兆しが見られるのかどうか、あるいはその

データは整理中なのか、その辺りを可能であれば教えていただきたいと思います。 
（若尾専門委員） 本件については、事務局からお答えいただいた方がよいかと思います。

よろしくお願いいたします。 
（徳田分科会長） テーブル外のところで、恐縮ですけど、よろしくお願いします。 
（布施田移動通信課長） はい。今ご指摘の３ページの表のシステムの出荷台数が伸びて

いないのは確かにご指摘のとおりでございまして、その背景につきましては残念ながらお

答えできなくて、私どももそこは気を付けてヒアリングをしていきたいと思います。また、

この調査結果が２０年と２２年になっていることでございますが、総務省では電波の利用

状況等の調査を毎年実施しています。毎年実施するのですが、毎年のテーマや調査する周

波数帯を変更しておりましてヘルス用テレメーターシステムについては、平成２０年度と

２２年度は調査対象になっておりましたが、２３年は調査対象から外れて調べていなかっ

たところでございます。２６年度では、このシステムが調査対象になりますので、そこで

は新しい数字が入ってくる予定になってございます。 
（徳田分科会長） よろしいでしょうか。 
（廣崎委員） 産業界としても非常に注目しておりますので、是非ともよろしくお願いい

たします。 
（布施田移動通信課長） 承知いたしました。 
（徳田分科会長） それではフォローアップをよろしくお願い致します。他にご意見、ご

質問等ありますでしょうか。よろしいでしょうか。 
 それでは本件は答申案、資料１０２―２―３のとおり答申したいと思いますが、いかが

でしょうか。 
（異議なしの声） 
 どうもありがとうございます。それでは案のとおり答申することと致します。ただ今の

答申に関しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご説明を行うということです

のでよろしくお願い致します。 
（森基幹通信課長） はい、本日は８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システムのうち狭帯域シス

テムの技術的条件と医療用データ伝送システムに関する技術的条件等についてご審議、ご

答申をいただきまして、本当にありがとうございました。特に取りまとめにご尽力いただ

きました陸上無線委員会の安藤主査、若尾委員をはじめ、関係各位の皆様方にはご審議を

いただき、本当にありがとうございました。１件目の８０ＧＨｚ帯高速無線伝送システム

のうち狭帯域システムの技術的条件につきましては、移動通信システムの基地局間のネッ



トワーク回線による大容量通信を実現できる実施基準について取りまとめをいただいたも

のでございますが、本技術を導入することによりまして、通信需要の増大に対応したネッ

トワーク整備に利用されていくことが期待されております。また２件目の医療用データ伝

送システムに関する技術的条件等につきましては、欧米等において既に導入されている医

療システムを我が国に導入するための技術基準について取りまとめていただいたものでご

ざいますけれども、本技術を導入することにより、より患者への負担の少ない治療という

ものが促進されていくというふうに期待しております。総務省と致しましても、本日の一

部答申を受けまして、関係省令の改正等に務める手続に速やかに着手して参ります。今後

とも情報通信行政に対しましてご指導、ご鞭撻をいただけますようお願い申し上げます。

本日はありがとうございました。 
（徳田分科会長） 以上で本日の議題は終了致します。委員の皆様から全体を通しまして

何かございますでしょうか。よろしいでしょうか。それでは事務局から何かございますか。 
（倉橋管理室長） 事務局からは特にございません。 
（徳田分科会長） どうもありがとうございました。それでは本日の会議はこれにて終了

と致します。次回の日程につきましては確定になり次第、事務局からご連絡を差し上げま

すので、その後よろしくお願い致します。それでは以上で閉会と致します。どうもありが

とうございました。 
 


